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１ 趣 旨 

この方針は、建物の清掃や警備等、建築物及びその附帯設備の維持管理業務（以下「市

有施設維持管理業務」という。）を委託に付する場合において、適切な契約事務を行うと

ともに業務の履行品質の向上を図るため、次に掲げる要領等に定める規定の取扱いのほ

か契約事務に係る基本的な事項を定める。 

(1) 札幌市交通局物品・業務契約事務処理要領（平成 24年 12月 25日事業管理部長決裁。

以下「要領」という。） 

(2) 札幌市交通局委託業務契約に係る低入札価格調査制度及び最低制限価格制度運用要

領（平成 24年１月 11日管理者決裁。以下｢最低制限価格等要領｣という。) 

 (3) 役務契約における労働社会保険諸法令遵守状況確認実施方針(平成 26年 2月 12日財

政局契約管理担当局長決裁。以下「法令遵守確認方針」という。) 

 

２ 仕様書の作成について 

市有施設維持管理業務に係る仕様書は、国土交通省が定める｢建築保全業務共通仕様書

(以下｢共通仕様書｣という。) ｣を基本に作成するとともに、次の事項に留意すること。 

(1) 業務の提供を行う者(以下「受託者」という。) に有資格者の配置を義務づける場合

には、必ず有資格者である旨の確認書類を求めることとし、仕様書にその旨を明記す

ること。 

(2) 受託者が負担する経費については、漏れなく記載すること。 

(3) 建物の清掃、警備及びボイラー等設備運転･監視等業務(以下「建物の清掃警備等業

務」という。) にあたっては、入札等参加者が業務量や作業工程を理解して適切な入

札額が積算できるよう、次に掲げる事項について可能な限り仕様書等に付記すること。 

  ア 共通事項 

   (ア) 庁舎の開館(竣工)年月日、庁舎内の職員数及び１日当たりの平均来庁人数を



 

記載すること。 

(イ) 業務従事者に作業の指示を直接行わなくとも的確に作業が行えるよう、作業

内容とその回数を明確にすること。特に、作業の時期又は回数を「必要に応じて」、

「適宜」又は「都度」とした曖昧な表現は慎むこと。 

   (ウ) 図面はフロアー毎の平面図のほか庁舎の立面図(４面)、敷地図を可能な限り添

付すること。 

イ 建物の清掃業務 

(ア) 清掃対象床面積は、場所ごとに床材別に床面積を記載すること。 

(イ) トイレは、床面積のほか小便器や大便器の数を記載すること。 

(ウ) 照明器具は、型式(例:40W×2灯)及び数量を記載すること。 

(エ) 定期清掃における床以外の清掃に係る作業内容を明確に記載すること。 

(オ) 窓清掃は、二重サッシの箇所があれば明記すること。サッシや網戸の清掃を

併せて行う場合は、窓清掃とは別に記載すること。 

(カ) その他作業量を示す面積、数量等は詳細に記載すること。 

(キ) ごみの排出量を記載すること。また、ごみの分別を清掃業務に含む場合には、

分別内容（分別の種類等）を記載すること。 

(ク) 清掃作業開始可能な時間帯、施設の開庁時間帯等を記載すること。 

ウ 建物の警備業務 

(ア) 配置が必要な警備員のポスト数(配置人数)を具体的に記載すること。特に、

繁忙期に警備員の増員が必要な場合は、その期間と増員数を記載すること。 

(イ) 夜間警備業務においては、警備員の待機状態(仮眠時間)について、受託者の

指揮命令下にある(労働時間に当たる)状態なのか否かについて、受託者が判断で

きるよう、次に掲げる事項の付記に努めること。 

   ａ 仮眠場所の有無(有の場合は平面図でその場所を明示)及び仮眠器具の有無 

   ｂ 待機状態(仮眠時間)における具体的な業務内容 

   ｃ 待機状態(仮眠時間)における業務履行場所内からの外出の可否 

エ 建物のボイラー等設備運転・監視等業務 

(ア) ボイラー等設備の運転(稼動)時間とともに、配置が必要な技術員のポスト数

(配置人数)を具体的に記載すること。 

(イ) ボイラー等設備の運転(稼動)時間以外の時間帯において、技術員の配置を義

務づける場合には、その時間帯の業務内容を具体的に記載するほか、建物の警備

業務と同様に、上記ウ(イ)に掲げる事項の付記に努めること。 

 

 

 

   

◆共通仕様書(30 年度版)掲載ＵＲＬ 

http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_hozen_shiyousho.htm 

※共通仕様書は５年サイクルで改定を予定。 

http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_hozen_shiyousho.htm


 

 

３ 適正な履行及び品質の確保を図るための取組み（要領第63条並びに第64条及び法

令遵守確認方針関係） 

  建物の清掃警備等業務にあっては、適正な履行及び品質の確保を図るとともに

低入札による弊害を防ぐ取組みとして、受託者より、法令遵守確認方針に基づく

労働社会保険諸法令遵守状況確認及び入札書記載金額に対する積算根拠確認のた

めの書面(業務費内訳書等)を別記１のとおり提出を求めること。ただし、次の(1)

～(3)に掲げるものを除く。 

(1) 機械警備又は巡回警備 

ただし、警備対象施設において、日常的に警備員が常駐するもの(常駐警備)

との併用の場合は提出を求めること。 

(2) 随意契約(100万円以下の指名見積合せを含む。) によるもの 

ただし、入札不調による随意契約の場合は提出を求めること。 

(3) 業務の履行期間が 1年未満のもの 

 

４ 委託料の積算について 

(1) 委託料の積算にあっては、労働基準法、最低賃金法その他の労働社会保険諸法令を

勘案し、適切に行うものとする。 

(2) 市有施設維持管理業務に係る委託料の積算にあっては、国土交通省が定める｢建築保

全業務積算基準(以下｢積算基準｣という。) ｣に掲げる次の手順を、基本とする。 

ア 直接業務費 ＝ 直接人件費 ＋ 直接物品費（直接人件費×直接物品費率） 

イ 業 務 原 価 ＝ 直接業務費 ＋ 業務管理費（直接業務費×業務管理費率） 

ウ 業 務 価 格 ＝ 業 務 原 価 ＋ 一般管理費等（業務原価×一般管理費等率） 

【委託料の積算構成及び構成費目の内容：別表 1参照】 

 (3) (2)に掲げる費目別の積算は、次のとおりとする。 

ア 直接人件費 

(ア) 直接人件費は、毎年度、財政局管財部契約管理課が示す労務単価表(契約管理

課庁内ホームページに掲載)の技術者区分毎に、国土交通省が定める「建築保全業

務積算要領(以下｢積算要領｣という。)」に掲げる標準歩掛りに所要数量を乗じて

集計した労務数量に、当該労務単価を乗じて集計した額とする。 

(イ) 積算要領において｢定めがない｣又は｢見積による｣場合の標準歩掛りにあって

は、契約管理課が標準歩掛りを示す次の業務を除き、市販図書、参考見積、取引

実例(別記１の１の表に掲げる業務従事者配置計画書)その他適当な方法により、

標準歩掛りを算出すること。 

 ａ 湯呑み洗浄(日常清掃)：標準歩掛り数値は労務単価表に掲載 

 ｂ 浴室・脱衣場(日常清掃)：標準歩掛り数値は労務単価表に記載 



 

(ウ) 積算要領に定める標準歩掛けについては、原則として事務所建物に適用する数

値のため、当該標準歩掛りが清掃対象施設の用途や規模などから実情と著しく異な

る場合には、上記(イ)により標準歩掛りを算出すること。 

(エ) 次の業務については、労務単価表に定める技術者毎に、仕様書に記載している

「配置時間」を１日の法定労働時間である「８時間」で除して得た値を労務数量

とすること。 

  ａ 建物の警備業務（機械警備を除く。） 

  ｂ 建物のボイラー等設備運転・監視等業務（業務従事者が常駐して行うものに

限る。） 

イ 直接人件費以外の費目 

直接人件費以外の費目にあっては、別表２に掲げる業務毎に示した当該費率を用

いて、(2)に掲げる算定式により積算すること。 

(4) (2)に掲げる費目以外の経費又は積算要領に定めのない若しくは見積によるものに

あっては、契約管理課が積算に用いる単価を提示する業務(詳細については「労務単

価表」を参照)を除き、(5)のイ～エに掲げるもののうち、適当と認める方法により積

算するものとする。なお、(5)のウの方法による場合は、可能な限り労務数量(標準歩

掛り)を基本とした参考見積を徴し、積算基準に準じた積算に努めること。 

(5) 積算基準に定めのない業務の委託料にあっては、次のいずれかの方法により、適正

に積算を行うものとする。この場合において、項目別にそれぞれ別の方法で積算し、

その合算値とすることもできる。 

 ア (2)及び(3)を準用し積算する方法 

イ 市販図書に掲げる業務単価等を使用し積算する方法 

ウ 複数の業者から徴した参考見積により積算する方法 

エ その他当該業務に関する的確な積算方法 

(6) 業務管理費から法定福利費を別枠計上するにあたっては、上記(3)アにより積算した

直接人件費に、労務単価表に掲載する率を乗じて法定福利費の額を算定する（円未満

端数切捨て）。 

算定した法定福利費の額は、建築保全業務積算基準に基づく業務管理費の額から差

し引き、その差を業務管理費の額とし、法定福利費と業務管理費をそれぞれ別に計上

する。 

なお、建物の機械警備においては、本市で統一的な積算を検討中であり、当分の間、

法定福利費を別枠計上とはしない。 

また、事業管理部長が必要と認める低入札価格調査制度の対象委託業務契約につい

て、案件毎に率を提示するので、総務課と別途協議すること。 

 (7) 建物の清掃業務における委託料積算例は、例年発出される総務課からの通知を参照

すること。 



 

 

 

 

 

 

５ 最低制限価格制度又は低入札価格調査制度の適用業務について(最低制限価格等要領

第３条及び第 13条関係) 

最低制限価格制度又は低入札価格調査制度の適用となる業務は下表のとおり。 

最 低 制 限 

価 格 制 度 

ア 建物の清掃業務(政府調達協定の適用案件を除く。) 

イ 建物の警備業務 

ウ 建物のボイラー等設備運転･監視等業務(業務従事者が常駐して行う

ものに限る。) 

低入札価格 

調 査 制 度 
エ 政府調達協定の適用となる建物の清掃業務 

【留意事項】 

(1) ｢建物｣とは、建築基準法第２条第１号に定める建築物のほか、共通仕様書に基づき、

清掃、警備及びボイラー等設備運転・監視等業務を委託に付す他の施設等を含む。 

(2) 「建物の警備業務」とは、警備業法第２条第１項第１号に定める施設警備をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 随意契約(指名見積合せを含む。) には、最低制限価格制度又は低入札価格調査制度

を適用することができないので注意すること。 

(4) 最低制限価格制度又は低入札価格調査制度を適用する建物の清掃警備等業務の競争

入札においては、入札参加者に、指名通知書又は入札説明書のほか、次に掲げる書類

を必ず交付すること。 

 ア 入札心得 

 イ 建物清掃警備等業務における最低制限価格等の算定（別記３） 

 ウ 仕様書及び契約書(案) 

◆積算基準(平成 30 年版)掲載ＵＲＬ  

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html 

※積算要領は５年サイクルで改定を予定。 

【参考】警備業法(昭和 47 年法律第 117 号)(抜粋) 

（定義）  

第２条  この法律において「警備業務」とは、次の各号のいずれかに該当する業務であっ

て、他人の需要に応じて行うものをいう。 

１ 事務所、住宅、興行場、駐車場、遊園地等（以下「警備業務対象施設」という。）

における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する業務  

２ 人若しくは車両の雑踏する場所又はこれらの通行に危険のある場所における負傷等

の事故の発生を警戒し、防止する業務  

３～４ (省略：現金等輸送警備及び身辺警備を規定) 

http://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk2_000017.html


 

 エ 入札書、委任状、辞退届及び消費税等申出書の様式 

 

 

 

 

 

６ 予定価格及び最低制限価格等の決定について(要領第５条並びに最低制限価格等要領

第４条、第４条の２及び第 14条関係) 

 (1) 予定価格の決定にあっては、上記４による積算価格を基に適正に行うものとし、工

事では、｢公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針(平成 23年

8 月 9 日閣議決定)｣の中で、歩切りによる予定価格の不当な切下げの排除を掲げてい

ることを踏まえ、適正な価格を設定するものとする。 

(2) 建物の清掃警備等業務において、履行品質の確保とともに低入札による弊害を防ぐ

目的から、最低制限価格等要領に基づき最低制限価格制度又は低入札価格調査制度を

適用させている。これは、当該業務が、契約金額に占める労務費の割合が高い労働集

約型委託業務であることを踏まえ、過度な競争による労働者の賃金その他の労働環境

への影響に留意する必要があるため、関係法令遵守に基づく必要な経費を反映した適

正な価格での契約を推し進められるよう、実施しているものである。 

  そのため、適正な積算があってはじめて実効性のある取組みとなることから、予定

価格、調査基準価格及び最低制限価格の決定にあたっては、その趣旨を十分念頭に置

き、適正な価格で設定するものとする。 

 (3) 予定価格調書の作成にあたり、契約締結専決権者の決定権と決定内容の秘匿性は十

分に確保される必要がある。 

このことを理由として、最低制限価格等要領第14条第２項の規定により、契約締結

専決権者が最低制限価格を設けるときは、以下のとおりとする。 

ア 課長等が最低制限価格等の算定に係る参考調書（運用要領様式1）を作成する場合、

最低制限価格等要領第14条第１項により算定した割合を百分率で記載する。 

イ 契約締結専決権者が最低制限価格を設定するにあたっては、上記アに百分率で記

載された割合の小数点第１位に任意の数を加えることができる。 

任意の数を加える場合には、予定価格調書に当該小数点第１位の数字を記載するこ

と。 

(4) 建物の清掃警備等業務における最低制限価格等の算定は、別記３のとおりとする。 

 (5) 最低制限価格等の算定に係る参考調書及び予定価格調書の作成は、例年発出される

総務課からの通知のとおりとする。 

 

７ 建物の警備業務における事後審査型一般競争入札の試行実施について 

◆低入札価格調査制度に関する事務処理 

委託業務契約に係る低入札価格調査制度の事務処理について(平成 25 年 1 月 15 日

事業管理部長決裁)を参照のこと。 



 

建物の警備業務のうち、予定価格 1,000 万円(業務の提供を受ける期間が 12 月を超え

る場合はその１年間に相当する額をいう。以下同じ。) 以上のものにあっては、入札参

加資格の厳格化とその厳正な確認を目的に、「警備業務に係る事後審査型一般競争入札試

行運用方針 (平成 25 年 1 月 24 日事業管理部長決裁) 」 (以下「事後審査運用方針」と

いう。) に基づき、入札参加資格の確認を入札後に行う事後審査型一般競争入札を試行

実施するものとする。 

なお、事後審査型一般競争入札においては、事後審査運用方針に入札参加資格を別途

定めるものであるが、特に、入札参加資格者における所在地要件を、札幌市内に本店又

は支店等のある者としていることに留意すること。 

そこで、市内企業(札幌市内に本店を有する者。以下同じ。) の受注機会確保の観点か

ら、予定価格 1, 000万円未満の建物の警備業務 (機械警備を除く。) において、指名競

争入札を行う場合には、真にやむを得ない特別な事由を除き、市内企業に限定して参加

者を選考するものとする。 

 

８ 入札における参加資格又は参加者選考について(要領第３条、第 17条及び第 41条から

第 46条までの関係) 

 (1) 業務契約の入札参加資格に係る地域要件 

競争入札において、市内事業者（札幌市競争入札参加資格者名簿における本店所在

地が市内である者をいう。以下同じ。）の受注機会の確保に配慮して、応札可能な市

内事業者が10者以上いることが認められるときは、参加条件としての所在地を市内事

業者に限定することができるとしている。 

一方、政府調達協定（WTO）の適用に係る案件では所在地を参加条件にできず（後段

10(6)のエ参照）、建物の警備業務における事後審査型一般競争入札（前記７参照）

では別に参加資格の定めがあることに留意すること。 

 (2) 官公需適格組合の取扱いについて 

官公需適格組合は、官公需の受注に対し意欲的で、かつ、受注した案件は、十分に

責任を持って履行できる経営基盤(協同受注体制)が整備されている組合であることを、

経済産業局長が証明している事業協同組合等である。 

そのため、入札の参加資格又は参加者選考にあっては、官公需適格組合を参加資格

者の１者として、次に掲げる事項に留意しながら、単体企業と区別することなく同様

に取扱うものとする。 

ア 参加資格として、一定規模以上の契約履行実績又は有資格者の現存を求める場合

にあっては、当該規模について、当該組合と組合員(組合が指定した組合員)の合計

値とすること。 

イ 要領第３条ただし書に基づき、官公需適格組合と当該組合員とが同一の案件に参

加させないこと。 



 

 

 

 

 

９ 契約締結時期について 

 市有施設維持管理業務の受託者は、契約締結後、業務の履行に向けた労働者の確保・

教育及び機器の調達・設置、諸手続など履行を前提とした必要な準備行為を行うことと

なる。そのため、十分な準備期間の無いまま発注した場合、履行品質への影響が懸念さ

れるほか、場合によっては入札・契約における競争性、公平性及び透明性を欠くおそれ

もある。 

  以上のことから、契約の締結にあっては、入札・契約における競争性、公平性及び透

明性を高め、業務の適正な履行と良好な品質の確保が図られるよう、真にやむを得ない

特別な事由を除き、少なくとも履行開始日の１か月前までに終えること。そのため、年

度当初から履行が必要とされるものについては、十分な準備期間が確保できるよう、あ

らかじめ債務負担行為(地方自治法第 214条)を設定しておくこと。 

 

10 長期継続契約による複数年契約の実施について(要領第１編第３章関係) 

(1) 複数年契約対象業務とその履行期間 

   業務の履行品質の確保とともに、企業経営及び労働者雇用の安定化を図るため、次

に掲げる業務の区分に応じて、それぞれに定める期間の長期継続契約(地方自治法第

234条の３)による複数年契約を実施すること。ただし、(2)に掲げるものを除く。 

  ア 建物の清掃業務  ３年 

  イ 建物の警備業務  ３年（機械警備にあっては５年） 

  ウ 建物の設備運転監視業務(業務従事者が常駐して行うものに限る。)  ３年 

 (2) 複数年契約を導入しないもの 

  ア 特定(３号)随意契約によるもの 

  イ 業務の提供を受ける日が１年未満又は断続的であるもの 

  ウ 月額単価で契約できないもの(提供を受ける業務内容が月によって相違し、それに

応じて月の支払額が変わるもの) 

  エ (1)の業務毎に掲げる期間において、施設の移転、縮小又は廃止その他の事由によ

り、大幅な仕様変更が予定されるもの 

(3) 契約方法(契約締結権者)の決定 

   長期継続契約による複数年契約における契約方法及び契約締結権者については、支

出予定総額(予定月額×全履行月数)で判断すること。 

 (4) 等級区分表(要領別表２)に掲げる予定価格の額の取扱い 

   長期継続契約による場合の要領別表２「予定価格の額」の欄に掲げる額については、

◆官公需適格組合の詳細については、次の URL を参照してください。 

http://www.hkd.meti.go.jp/information/chusho/kankouju.htm 

http://www.hkd.meti.go.jp/information/chusho/kankouju.htm


 

履行期間１年間に相当する額とすること。 

 (5) 政府調達協定(ＷＴＯ)の適用 

   履行期間が 12月を超える建物の清掃業務において、予定価格の総額 (「予定月額×

履行総月数」をいう。ただし、履行期間の定めがないものを除く。)が適用基準額（２

年に１回改定)以上となった場合には、ＷＴＯの適用を受けることになる。これに該当

した場合には、価格その他の条件が本市にとって最も有利なものをもって入札をした

者を落札者とする総合評価一般競争入札を行うこととしたので、次に掲げる事項に留

意すること。 

ア 総合評価一般競争入札を行う場合は、「札幌市交通局建物清掃業務総合評価一般競

争入札試行要領 (平成 26年 6月 5日管理者決裁) 」に基づき、契約事務を執ること。 

イ 仕様書は不特定多数の者が十分に理解し得る内容に整えること。 

ウ 低入札価格調査制度が適用となること。(最低制限価格制度の適用は不可) 

エ 入札参加資格に係る地域要件が設定できないこと。 

オ 総合評価一般競争入札に係る評価及び低入札価格調査の期間を勘案し、入札告示

(契約公報登載)の日から落札決定の日まで、２月半程度の期間を確保すること。 

 (6) 長期継続契約による場合の履行開始月 

長期継続契約の締結について、年度末に集中する契約事務の分散化を図るため、履

行開始月を原則として10月としている。 

このため、年度（4月～3月）で履行期間を区切っている案件では、一度、終期を 9

月末に調整する必要があるが、その調整のために、履行期間の限度（例：建物清掃、

警備等で 3年）を超える期間となっても、総務課への事前協議は不要とする。 

 

 

 

 

 

11 スライド制度の適用 

(1) 適用対象となる業務契約 

スライド制度とは、札幌市交通局が発注する業務契約において、適正な労働環境整

備に向けた取組みとして、複数年の契約期間中における労務単価の上昇に伴い、労働

者への支給賃金の原資である契約金額の引上げを可能とするための制度である。 

スライド制度は、競争入札に付する次の３業務であって、長期継続契約により調達

している案件を対象に試行的に適用する。 

ア 建物等の清掃業務 

イ 建物の警備業務（機械警備を除く。） 

ウ 建物のボイラー等設備運転・監視等業務（業務従事者が常駐して行うものに限る。） 

◆参考 

札幌市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例の運用ガイドライ

ン(平成 26 年９月 29 日事業管理部長決裁) 



 

(2) スライド額の算定（契約金額の変更額の算定） 

下記アの算定式のとおり、契約金額の変動額(契約金額を基準日時点の労務単価に置

き換えて算出し直した額から契約金額を差し引いた残額をいう)のうち、契約金額の

100分の１に相当する金額を超える額が、実際に契約変更の対象となるスライド額とす

る。 

ア スライド額算定式 

Ｓ ＝ [ Ｘ² － Ｘ¹ －（ Ｘ¹ × 1/100 ）] 

（ただし、Ｘ² － Ｘ¹ ＞（Ｘ¹ × 1/100 ）） 

この算定式において、Ｓ、Ｘ¹ 及びＸ² は、それぞれの次の額を表すものとする。 

   Ｓ ：スライド額 

   Ｘ¹ ：変更前の契約金額(税抜) 

   Ｘ² ：変更後（基準日）の労務単価にて算出したＸ¹に相当する額(税抜) 

    （Ｘ²＝α×β（α：落札率、β：札幌市交通局積算額）） 

    ※１ Ｘ¹ × 1/100 ：１円未満の端数切捨て 

    ※２ α（落札率） ：小数点第７位切上げ 

  イ 基準日及び請求日 

  (ア) 基準日：契約金額の変更起点日をいう。 

スライド制度に基づく契約金額の変更は、基準日以後の履行に係る契約

金額が対象となる。基準日は、履行開始日から起算して 13 か月目と 25

か月目(履行開始日が月末の場合を除く。)の１日（初日）とする。 

  (イ) 請求日：契約金額の変更請求について、受託者からの書面による請求を札幌市交

通局が受領した日をいう。 

         契約金額の変更請求は、受託者から札幌市交通局に対して行うことなる

が、請求日が基準日の属する月の前月でなければ行うことができない。 

  ウ 積算方法等 

  (ア) スライド額の算定は、札幌市交通局の契約変更前の積算について、基準日時点の

労務単価に置き換えて算定し直すこと。 

   (イ) 積算体系及び経費率等は、当初積算時のものとすること。労務単価の変動によ

積算にて変更するのは労務単価を算定の基礎としている直接人件費、直接物品

費、業務管理費及び一般管理費等に限り、歩掛り(労務数量)及びその他の見積

り等により採用した単価については当初積算時のものとする。 

   (ウ) 上記（１）の対象業務以外の業務が混合している場合、対象業務以外の積算は

当初積算時のものとすること。 

 (3) その他 

   この方針の定めによるほか、業務委託契約におけるスライド制度に関する必要な事

項は、事業管理部長が別に定める。 



 

 

12 一部改正の適用年月日 

改正後の方針は、新たに委託業務の提供を受け始める日が、令和２年10月１日以後で

ある契約から適用する。 

 


